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都城市こどもの居場所展開事業運営業務 実施要領 

  

１ 業務の目的 

本業務は、既存の公共施設を活用し、こども・若者及び未就学児とその保護者を対象として安全

で安心して過ごせる居場所を提供することを目的とする。 

健全な遊びや体験・交流を通じてこども・若者の心身を育成し情操を豊かにするとともに、地域

におけるこどもに関する団体の活動支援及びこどもの保護者への育児支援を図る等、こどもの健全

育成に関する機能を提供する。 

 

２ 業務の概要 

（１）名称    都城市こどもの居場所展開事業運営業務 

（２）場所    小松原地区、祝吉地区、五十市地区、志和池地区、庄内地区、山之口地区、 

高崎地区の計７地区において公募する 

※地区ごとに優先交渉者を決定する 

（３）内容    別紙１ 仕様書のとおり 

（４）事業実施期間 令和９年４月１日から令和12年３月31日まで 

         ※小松原地区は、令和９年５月10日から令和12年３月31日まで 

※令和９年度から令和11年度までの３年間の事業実施を前提として、優先交渉者 

を選定し、契約は年度ごとに締結する単年度契約とする。 

（５）提案上限額  

令和９年度の提案上限額は下記のとおり 

実施場所 令和９年度上限額 うち開設準備費 

小松原 8,807,000 円 370,000 円 

祝吉 7,181,000 円 370,000 円 

五十市 8,976,000 円 － 

志和池 9,161,000 円 67,000 円 

庄内 9,463,000 円 370,000 円 

山之口 7,560,000 円 370,000 円 

高崎 7,632,000 円 370,000 円 

※消費税及び地方消費税相当額を含む。 

※開設時に必要な物品等は開設準備費により調達する（令和９年度のみ）。 

※令和 10年度及び令和 11年度の委託料見込額は、令和９年度上限額から開設準備費を除いた額 

を目安とする。本市議会において当該予算が承認され、かつ双方合意のある場合に限り、当該

年度に係る契約を締結するものとする。 

  

３ プロポーザル方式を採用する理由  

本業務の実施に当たっては、こどもの安全確保や健全育成及び配慮を必要とするこどもへの対応な

ど児童福祉に関する専門性が不可欠である。また、地域の特性や利用者ニーズ及びこどもの意見反映

等を踏まえた行事の実施など企画運営能力が必要とされる。 
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豊富な経験や実績及び専門知識を有する事業者から広く提案を受け付けるため、公募型プロポーザ

ル方式により選定を行う。 

 

４ 業務スケジュール（予定） 

内 容 日 程 

選定委員会発足（審査方法並びに評価項

目及び評価視点の決定） 
令和８年 10 月６日（火） 

公告日 令和８年 10 月 20日（火） 

参加表明書の受付 令和８年 10 月 20日（火）から 11月４日（水）まで 

質疑の受付 令和８年 10 月 20日（火）から 11月４日（水）まで 

参加資格要件の審査通知 令和８年 11 月 17日（火） 

技術提案書提出要請書等の送付 令和８年 11 月 17日（火） 

質疑への回答 令和８年 11 月 11日（水）まで随時 

技術提案書受付期間 令和８年 11 月 17日（火）から 12月１日（火）まで 

プレゼンテーションの実施 令和８年 12 月中旬（予定） 

プレゼンテーション等による優先交渉者

の選定・通知 
令和８年 12 月 25日（金）（予定） 

契約締結日 令和９年１月中旬（予定） 

※ただし、各実施日については、事務の都合等により変更の可能性あり。 

  

５ 指名型か公募型かの別 

 公募型 

 

６ 参加資格要件 

提案に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たしていること。 

（１）地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４第１項に該当する者でないこと。 

（２）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者、破産法

（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成11

年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者でないこと。（再生手続開始決

定がなされ、競争参加資格の再認定を受けた者を除く。） 

（３）市税等について完納していること。また、国税について滞納がないこと。 

（４）役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者でないこと。 

（５）参加申込書の提出期限から優先交渉者の選定までの間に、都城市の競争入札において指名停止

措置を受けていないこと。 

（６）本業務の内容と同種の業務又は類似の業務を過去５年以内において実施した実績を有する者で

あること。 
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（７）都城市内に本店、支店又は営業所等を有する法人であること。 

 

７ 技術提案書の作成要領 

（１）作成要領 

   別紙２「技術提案書の作成要領」参照 

（２）内容についての質問の受付及び回答 

  ア 受付期間：令和８年10月20日（火）から11月４日（水）午後４時30分まで 

  イ 受付方法：質問書（様式第５号）を電子メールで提出すること。 

  ウ 提出先 ：「12 応募・問合せ先」と同じ。 

  エ 回答方法：令和８年11月11日（水）までに、随時当市ホームページに掲載する。 

 

８ 提出書類等 

（１）参加表明書 

  ア 提出書類 

（ア）参加表明書（様式第３号） 

  （イ）事業者概要（任意様式 事業概要及び事業実績が分かるパンフレット等） 

  （ウ）登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

  （エ）役員等名簿(入札参加事業者等確認書)兼同意書（都城市暴力団排除条例施行規則様式第１

号）及び誓約書（都城市暴力団排除条例施行規則様式第６号） 

  （オ）印鑑証明書 

  （カ）決算報告書（直近１年分） 

  （キ）納税証明書（直近１年分） 

    ａ国税の滞納のない証明書 

    ｂ都城市税の滞納のない証明書 

  ※登記事項証明書ほか各種証明書は、提出日から遡り３か月以内に発行されたものに限る。 

  ※（ウ）から（キ）までについては、本市の競争入札参加有資格事業者名簿に登載されている 

場合は省略できる。 

イ 提出期間 

令和８年10月20日（火）から11月４日（水）まで 

  ウ 受付時間 

    午前９時から午後４時30分まで。ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭

和23年法律第178号）に定める休日は除く日（以下「平日」という。）とする。 

エ 提出方法 

持参又は書留郵送により、「12 応募・問合せ先」に提出すること。 

なお、持参する場合は、受付時間内に持参するものとし、郵送する場合は、提出期間の終了

日の受付時間内必着とする。 

  オ 提出部数 

    １部 

カ 参加申込の結果通知 

参加申込の結果について、令和８年11月17日（火）までに通知する。 

  キ 辞退届の提出 
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参加表明書提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する者は、辞退届を次に掲げる方法で提

出すること。なお、この場合において、その他の事業において不利益を受けることはないもの

とする。 

（ア）提出書類 

辞退届（様式第９号） 

（イ）提出期限 

令和８年12月１日（火）まで 

  （ウ）受付時間 

平日午前９時から午後４時30分まで 

（エ）提出方法 

持参又は書留郵送により、「12 応募・問合せ先」に提出すること。 

なお、持参する場合は、受付時間内に持参するものとし、郵送する場合は、提出期間の終

了日の受付時間内必着とする。 

 

（２）技術提案書 

  ア 提出書類 

  （ア）技術提案書等提出書（様式第６号） 

  （イ）申請団体の概要（様式第７号） 

  （ウ）業務実績（様式第８号） 

  （エ）技術提案書（任意様式） 

  （オ）見積書（任意様式） 

本業務に係る経費の内訳について、経費区分及び積算根拠を詳細に記載すること。 

   ※上記（エ）及び（オ）は応募する地区ごとに作成すること。※複数地区に応募可能 

  イ 提出期間 

    令和８年11月17日（火）から12月１日（火）まで 

  ウ 受付時間 

平日午前９時から午後４時30分まで 

  エ 提出方法 

    持参又は書留郵便により、「12 応募・問合せ先」に提出すること。 

なお、持参する場合は、受付時間内に持参するものとし、郵送する場合は、提出期間の終了

日の受付時間内必着とする。 

  オ 提出部数 

    正本１部、副本５部 ※副本は複写でも可。 

 

９ 審査方法 

（１）選定委員会の構成 

   都城市プロポーザル方式等の実施に関する要綱（平成 24年度告示第 254号。以下「プロポーザ

ル要綱」という。）第７条及び第８条の規定に基づき、都城市こどもの居場所展開事業運営業務受

託候補者選定委員会を設置する。委員は、庁内の関係部課長等５人（こども部長、こども政策課

長、生涯学習課長、地域振興課長、教育政策課長）で組織する。 

（２）審査方法 

  ア 第１次審査（書類審査） 

    提出された技術提案書を、別紙３「評価項目及び評価基準」に基づいて審査し、高い評価を得
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た上位５者を選考する。ただし、プロポーザルの提案者が５者以下である場合は、第１次審査を

省略し、第２次審査において提出書類審査及びプレゼンテーション及びヒアリングによる審査

を実施するものとする。 

  イ 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる審査） 

    第１次審査により選考された者が、次に掲げるとおり、技術提案についてのプレゼンテーシ

ョン及びヒアリングを行い、別紙３「評価項目及び評価基準」に基づいて再度審査を行い、優先

交渉者を選定する。 

（ア）日程  

令和８年 12 月中旬を予定（日程については別途連絡する。） 

（イ）出席者    

１者３名以内 

（ウ）実施時間   

１者 30分以内（器機のセッティング・撤去に係る時間を含む。） 

（エ）貸出物品   

机・椅子・電源・スクリーン・プロジェクターとする。それ以外の物品については、提案者

の負担において用意すること。 

（３）評価項目及び評価基準 

   別紙３「評価項目及び評価基準」のとおり 

（４）審査結果の通知 

   プロポーザル要綱第 12 条第２項の規定に基づき、全ての提案者に対して、様式第２号審査結果

通知書により通知するものとする。この場合において、優先交渉者にならなかった者に対しては、

理由を付して通知する。 

（５）審査結果の公表 

   審査結果について公表の請求があったときは、秘密事項を除き、その内容を公表するものとす

る。 

   なお、企業ノウハウ等に属し、秘密とすべき事項があれば、あらかじめ当該事項を技術提案書に

おいて特定し、発注者に指示すること。 

 

10 契約に関する事項 

（１）契約の締結 

優先交渉者と都城市の間で、委託内容、経費等について再度調整を行った上で協議が整った場

合、契約を締結する。 

（２）契約保証金 

契約締結に当たっては、受注者は都城市財務規則（平成 18 年規則第 65号）第 119 条１項の規定

に基づく契約保証金を納付しなければならない。ただし、同規則第 119条第２項各号に該当すると

きは免除とする。 

（３）その他 

ア 契約代金の支払方法については、年４回の前金払いとし、支払期日及び支払額は締結する契

約書に定める。 

イ 優先交渉者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞退

届を提出すること。なお、この場合、次順位者を優先交渉者とする。 

ウ 小松原地区、祝吉地区、五十市地区、志和池地区、庄内地区については、地区公民館において

事業を実施する際の運用事項について、都城市こども部と都城市教育委員会及び受注者の三者
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において別途協議するものとし、協議により決定した事項について書面を作成するものとする。 

 

11 その他 

（１）次に掲げる事項に該当する場合、失格とする。 

ア 提出期限までに技術提案書が到達しなかった場合及びプレゼンテーション審査に参加しなか

った場合 

イ 見積金額が、提案上限額を超えている場合 

ウ 審査の公平性を害する行為があったと市が認める場合 

エ その他優先交渉者として選定するにふさわしくないと市が認める場合 

（２）本プロポーザルに係る参加事業者側の費用は、全て参加事業者の負担とする。 

（３）技術提案書及び見積書は、地区ごとに１者につき１提案に限る。 

（４）提出された技術提案書等は返却しない。 

（５）提出された技術提案書等は、優先交渉者選定以外の目的では使用しない。ただし、情報公開請求

があった場合には、都城市情報公開条例(平成 18 年条例第 28号)に基づき対応する。 

（６）提出のあった書類は、選定作業において必要な範囲で複製する場合がある。 

（７）技術提案書等の提出後、その内容について不明点等があった場合、本市より質問する場合があ

る。 

（８）提出期限以降における技術提案書の差し替え及び再提出は認めない。ただし、市から指示があっ

た場合は除く。 

（９）提出された技術提案書等に虚偽の記載をした場合は、技術提案書等を無効とするとともに、入札

参加資格停止等の措置を行うことがある。 

（10）参加事業者が１者の場合には、本プロポーザルを中止する場合がある。 

 

12 応募・問合せ先 

  〒885-8555 

宮崎県都城市姫城町６街区 21 号 

【こども政策課】 

  電 話 0986-23-2684（直通） 

  F A X 0986-23-2620 

E-mail kodomoseisaku@city.miyakonojo.miyazaki.jp 

 

 


